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（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度アジア・国際経営戦略研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔小論文〕

AAM 100

次の 4科目から、出願の際に選択した希望研究領域の 1科目とそれ以外の科目を 1科目解答しなさい。（各50点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名を明記すること。

◆経営学

　一般的に日本型の雇用形態はメンバーシップ型と呼ばれてきました。その一方で、欧米や中国などで広くとられている

雇用形態をジョブ型といいます。メンバーシップ型雇用と比較されるジョブ型雇用に関して、その特徴をメンバーシップ

型と適宜比較しながら詳しく説明してください。

◆マーケティング

　経済産業省（2015）1 によれば、主要先進諸国において、GDP に占めるサービス産業の割合は、70％を超えており、米

国に至っては、80％を超えている。そのため、ビジネスにおいて益々サービスが重要になっていると考えられる。そこで、

有形財のマーケティングでは論じられなかったサービスの特性について説明せよ。

注 1 　経済産業省（2015）『通商白書2015　第 1 部第 2 章第 5 節　サービス経済化の進展』

https://www.meti.go.jp/report/tsuhaku2015/2015honbun/i1250000.html〔最終アクセス日：2025年 5 月 7 日〕

◆会計・ファイナンス

　証券取引所に上場している株式会社の経営者は、会計基準で認められた裁量の範囲内で、意図的に利益を増加または減

少させる「利益調整（earnings management）」を行うことがある。このような利益調整が、どのような会計処理を通じ

て実施されるのか、具体的な手段について複数の例を挙げて説明しなさい。また、それぞれの手段について、経営者がそ

の利益調整行動を行う目的やインセンティブについても説明しなさい。

◆データサイエンス

　法律はルールに従って判断できるはずであるにもかかわらず、AI に裁判官をやらせるのはまだ危険であると感じる人

が多い。AI の動作の中身が人間には見えないブラックボックスであることに言及して、AI による自動運転やゲームと法

的判断との差異を説明せよ。



（令和 7年10月 5 日実施）

AEM 100

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度経済学研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔専門〕

次の 2科目から、出願の際に選択した専門科目について解答しなさい。（100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名を明記すること。

◆ミクロ経済学

　ある財の市場において負の外部性が存在し、当事者間で自発的交渉が行われないときに、市場均衡で実現する資源配分

の特徴について、部分均衡の枠組みを用いて説明しなさい。

◆マクロ経済学

　変動相場制を採用しているある貿易赤字国が、関税の導入（ないし関税率の引き上げ）によって貿易赤字を削減し、

GDPを引き上げることを試みたケースを考える。

　同国を小国とみなすことができるとの仮定のもと、マンデルフレミング・モデルを用いて、関税の導入（ないし関税率

の引き上げ）が、①貿易収支、② GDP、③貨幣需要、④為替レートに与える影響を論ぜよ。議論にあたっては、この関

税政策が意図した結果をもたらすかどうか、モデルに基づいた予想に言及すること。



（令和 7年10月 5 日実施）

ALM 100

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度法学研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔英語〕

次の英文を和訳しなさい。（100点）

There must be rules to ascertain the content of a contract and its meaning. These are just as important as the rules 

identifying when agreement has been reached and those on contract enforcement. Arguably, in fact, interpretation is 

the most vital question of all since (…) the ‘doctrines’ of contract law are all only defaults, for which parties may 

substitute their own preferred rules. This is recognized in current English law by Lord Hoffmann’s (influential) 

‘interpretive turn’ – rightly viewing various ‘doctrines’ as based ultimately on the parties’ agreement. Determining the 

meaning of contracts therefore becomes the pivotal question.

Interpretation should be textual. The primary emphasis should be on the words of the agreement rather than its 

context or purpose (as judicially inferred). The main reason is to maximize party control. Their control over the 

contract wording is complete – limited only by the energies of the draftsman. Whereas parties have considerably less 

control over the context or purpose ascribed to their contract by a subsequent tribunal. A related problem, no less 

important, is predictability. It is idle to pretend that words declare their own meaning (if they did there would be no 

room for genuine disagreement – and no need for judicial interpretation). Some ambiguity and vagueness are 

inevitable in the best-drafted contract. But deciding the proper context for the agreement (and the words’ meaning in 

that context), or deducing its ‘commercial purpose’ (and the words’ meaning in the light of it), gives considerably 

greater latitude to the court. Accordingly, such an approach foments disputes.

（出典；Jonathan Morgan, Contract Law Minimalism –A Formalist Restatement of Commercial Contract Law, 2013）

asia
テキストボックス










※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度法学研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔独語〕

ALM 101

次の独文を和訳しなさい。（100点）

Das den zu beurteilenden Fall regierende Recht kann sich aus Parteierklärungen oder aus dem Gesetz ergeben. In 

beiden Fällen ist ein Text nach seinem Sinn zu befragen. Es ist zu klären, unter welchen Voraussetzungen nach dem 

Willen der Parteien oder des Gesetzgebers die vorgesehene Rechtsfolge eintreten soll. Gegenstand der Auslegung ist 

also Sprache. Gleichwohl gelten für die beiden Auslegungsgegenstände – Parteierklärungen einerseits, Gesetze 

andererseits – nicht in jeder Hinsicht dieselben Auslegungskriterien. Bei der Auslegung von Willenserklärungen kann 

eher ein subjektiver Maßstab angelegt werden. Die vorgesehenen Rechtsfolgen sollen nur die Parteien betreffen. Es 

handelt sich um eine konkret-individuelle Regelung. Es kommt daher nur darauf an, wie die Parteien die Erklärungen 

verstanden haben oder verstehen durften. Die Gesetzesauslegung betrifft hingegen eine abstrakt-generelle Regelung, 

die für eine Vielzahl von Fällen gedacht ist. Hier muss daher ein objektiver Maßstab angelegt werden, der es 

gewährleistet, dass die Norm in vergleichbaren Fällen gleich interpretiert und somit auch gleich angewandt wird.

Damit ist zum Ziel der Gesetzesauslegung übergeleitet. Gesetze sind, wie alle sprachlichen Äußerungen, selten 

eindeutig. Sie können zumeist unterschiedlich interpretiert werden. Den Aussagegehalt einer Norm im Allgemeinen 

und für den konkret zu beurteilenden Fall im Besonderen zu ermitteln, ist Aufgabe der Auslegung. Dabei soll mit der 

Gesetzesauslegung der heute gültige Sinn einer Norm bestimmt werden. Es geht um den ihr im Moment der 

Rechtsanwendung zukommenden Regelungsgehalt. Nicht allein entscheidend ist hingegen, was der historische 

Gesetzgeber sich vorgestellt hat. Zwar kann die Entstehungsgeschichte der Norm einen wichtigen Anhaltspunkt für 

deren Bedeutung geben. Eine Norm kann aber im Laufe ihrer Geschichte ein Eigenleben entfalten, sich von ihrer 

ursprünglichen Bedeutung ablösen und ihren Regelungsgehalt ändern, so dass der ihr vom Gesetzgeber beigelegte 

Sinn nicht mehr der heutigen Bedeutung entspricht.

（出典；Reinhart Bork, Allgemeiner Teil des Bürgerlichen Gesetzbuchs, 4. Aufl., 2016）

asia
テキストボックス














※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度法学研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔仏語〕

ALM 102

　以下は、従業員の資本参加に関する文章である。この仏文を和訳しなさい。（100点）

La généralisation des formules d’intéressement et de participation dans l’entreprise, au même titre que les politiques 

de démocratisation du secteur public témoignent de la volonté d’associer les salariés à la gouvernance des entreprises, 

privées et publiques. Elles se manifestent notamment par des mesures destinées à associer les salariés aux résultats 

de l’entreprise, en leur permettant notamment de se constituer une épargne et de développer un actionnariat salarié. 

Ces dispositifs ont pour caractère commun d’être en principe facultatifs et collectifs, c’est-à-dire qu’ils doivent 

s’appliquer à tous les salariés de l’entreprise. Ils sont assortis d’avantages fiscaux et sociaux destinés à les encourager.

（出典；A. Couret/L. Rapp, Les 100 mots du droit des affaires, Que sais-je, 2010）

asia
テキストボックス





※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

A方式を選択した者は、次の11科目のうち、出願の際に選択した専門科目について解答しなさい。（100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名及び設問番号を明記すること。

B方式を選択した者は、次の11科目のうち、出願の際に選択した専門科目 2科目について解答しなさい。（各100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名及び設問番号を明記すること。

1　憲法

　次のうち、 1問を選んで解答しなさい。

⑴　いわゆる議員定数不均衡問題に含まれる憲法問題について、判例にもふれながら検討しなさい。

⑵　わが国の違憲審査制の特質について論じなさい。　

2　行政法

　次の設問のうち、 1問を選択して論述しなさい。

⑴　行政の実効性確保手段について

⑵　手続的瑕疵と処分の違法性について

３　租税法

　所得税法における「所得」と「収入」の関係や違いについて述べなさい。

4　政治学

　国際関係について、その本質を主権国家体制としてみる見方と、主権国家以外の様々なアクターが活躍するグローバル

な社会としてみる見方がある。それぞれの相違、そしてどちらにより重点を置くべきかについて論じなさい。

5　行政学

　地方公営企業法に基づいて設立された地方公営企業のうち、法適用事業について、知事・市町村長の補助部局や執行機

関と、財務や人事、労使関係においてどのような違いがあるか説明しなさい。

6　刑法

　故意と違法性の意識について論じなさい。

令和8年度法学研究科博士前期課程（1期）入学試験問題〔論文〕

ALM 103～1



ALM 103～2

7　刑事訴訟法

　被疑者の勾留の裁判に対し、犯罪の嫌疑がないことを理由として準抗告を申し立てることができるか、について論述し

なさい。

8　民法

　即時取得について論じなさい。

9　商法

　取締役等役員の第三者に対する責任の法的性質に関し、「悪意または重過失」の要件は、①取締役としての任務懈怠に

ついて悪意重過失が求められるのか、それとも②第三者に対して加害行為を行なったことについて悪意重過失が求められ

るのか、論じなさい。

⓾　労働法

　企業において管理者として処遇されている者について考えられる労働組合法上の論点を挙げ、論じなさい。

⓫　法哲学

　自由、平等、平和は、いずれも今日の政治社会において重要な価値である。しかし、これらが常に両立（ないし鼎立）

するとは限らず、ときに衝突することもありえる。自由、平等、平和のうち二者（ないし三者）が衝突する状況を例示し、

その状況においていずれを支持するべきかについて論じなさい。



（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度法学研究科博士前期課程社会人（1期）入学試験問題〔小論文〕

ALM 104

次の設問のうち、 1題を選択して解答しなさい。（50点）

なお、解答用紙には、解答する設問番号を明記すること。

1

　「代理母が産んだ子を、依頼者が引き取って養育するために行われる妊娠・出産（いわゆる代理母出産）」の当否につ

いて、複数の問題点を指摘して論じなさい。

2

　紛争解決方法としての「裁判（制度）」の特徴について論じなさい。



（令和 7年10月 5 日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

令和8年度法学研究科博士前期課程外国人留学生（1期）入学試験問題〔専門基礎〕

ALM 105

次の設問に解答しなさい。（100点）

　法源とは何ですか。日本において法源に判例は含まれるか、論じなさい。



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

AAM 200

令和8年度アジア・国際経営戦略研究科博士前期課程（2期）入学試験問題〔小論文〕

次の文章を読み、下の設問にすべて答えてください。（100点）

　IT関連企業が軒を連ねる遼寧省大連の大型企業団地。FPTは 3月、この地に新たに開発拠点を設けた。まず約200名

を雇用して実績を積み 5年後をめどに3000人規模の開発体制を整える。

　主な顧客に据えるのがデジタルトランスフォーメーション（DX）で欧米に遅れを取る日本企業だ。

　1988年創業の FPTは、日本企業が発注するシステム開発の下請けを原動力に成長した。23年12月期の連結決算は、

売上高が前の期比20％増の52兆ドン（約3200億円）、純利益は20％増の 7兆7880億ドンだった。10年前に比べ売上高は

2倍近く、純利益は 3倍超になった。

　ソフトウェア開発事業の売上高は日本向けが 4割弱を占め、社内に 1万人規模の日本語人材を抱える。それでも「DX

需要で引き合いが急増し、人材確保が追いついていない」。FPT中国のファム・タイン・トゥアン総経理は語る。

　大連は加工貿易の拠点として多くの日本企業が進出してきた。2000年代前半から日本企業向けのシステム開発の受託

拠点としても成長し、日本語人材が多い。ただ最近は人件費の上昇や地政学リスクを背景に、業務を縮小する外資系企

業が目立つ。「日本語に加えて顧客業務に精通した人材が余っている」（トゥアン総経理）。

　FPTは東南アジアに拠点を持つ強みを生かしながら、大連の新拠点を活用する。外資系 IT企業で既に実務経験をも

つ日本語人材が多い大連では、システムに必要な機能を決める要件定義など上流分野を担う。

　プログラミングや運用・保守などの下流分野は、相対的に人件費が低いベトナムやフィリピン、インドネシアに任せ

るというように、拠点を使い分ける戦略だ。

　情報の管理に不安を抱く顧客企業もあるため、中国では開発段階のテストデータのみ取り扱い、システム稼働後は日

本やベトナムで運用するといった対応も予定する。

　ベトナムの IT業界で FPTに次ぐ CMCも、日本や韓国などの海外顧客に対応する「グローバル事業」の人員を28年

までに現在の約 3～ 4倍の8000～ 1 万人に増やす。グエン・チュン・チン会長は「『安さ』は戦略にしない。顧客企業

が手に負えないような高度な業務を請け負っていく」と強調する。

　狙いを定めるのは日本と同様にシステム開発の需要が伸びる韓国だ。

　 5月上旬、首都ソウルに新拠点を設けた。ベトナムから人材を送り込み現地採用も進める。韓国の顧客向けの人材は

本国勤務と現地駐在の合計でグローバル事業の約 3割を占める見通しだ。韓国市場をてこに、全社の売上高は28年に23

年比で約 3倍の10億ドル（約1550億円）を見込む。

　CMCも FPTと同様に日本企業からの開発受託で事業を軌道に乗せてきた。成長著しい韓国市場を攻略できれば、

FPTと差異化できる。

　CMCは SKグループなどベトナムに進出した韓国企業にサービスを提供し、19年にはサムスン SDSを筆頭株主に迎

えた経緯がある。「現地では CMCの名前は誰も知らないだろう」。チン会長はそう謙遜しつつ「韓国大手と20年以上も

歩んだ実績がある」と自信をのぞかせる。

　出典：�日本経済新聞「ベトナム IT、人材争奪戦　日韓企業の受注増対応　FPT、中国に拠点で3000人確保　CMCは

海外対応人員 4倍に」2024年 5 月30日より一部抜粋

問 １．ベトナム IT大手の FPTと CMCは、それぞれどのように成長してきましたか。また、今後はどのように成長し

ようとしていますか。300字以内でまとめてください。（30点）

問 ２．日本企業は IT人材が不足していると言われていますが、日本企業が IT人材（外国人 IT人材を含む）を確保す

るにはどのようにすればよいと思いますか。あなたの考えを700字以内で述べてください。（70点）

asia
テキストボックス



















※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

AEM 200

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

次の 2科目から、出願の際に選択した専門科目について解答しなさい。（100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名を明記すること。

◆ミクロ経済学

　ある小国においてある財が輸入され、その財の輸入に対して関税（従量税）が課されているときに、市場均衡で実現す

る資源配分の特徴について、部分均衡の枠組みを用いて説明しなさい。

◆マクロ経済学

　一国のマクロ的な消費関数が、C＝a＋b（Y－T）で表されると仮定する。C は消費、Y は所得、T は税額、a, b は定数

パラメータとする。なお、民間投資（I）、政府支出（G）、純輸出（NX）は全て外生変数とみなす。

⒜　①政府支出乗数と②減税乗数を計算せよ。

⒝�　消費関数が上記と異なり、C＝a＋b（Y－T－（G－T））で表されると仮定する。この場合、①政府支出乗数と②減税乗

数をそれぞれ計算せよ。そのうえで、このような消費関数を持つ消費者の行動について考察しつつ、得られた計算結果

を解釈せよ。

令和8年度経済学研究科博士前期課程（2期）入学試験問題〔専門〕



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALM 200

次の英文を和訳しなさい。（100点）

The object of laws is primarily to supply rules of conduct, rules as to what ought to be done and what ought to be 

abstained from. Laws are, of course, not the only rules of conduct which govern men’s actions. People conform also to 

fashions, to manners and customs, to conventional standards, to precepts of morality. A man nowadays would hardly 

care to wear a powdered wig and a three-cornered hat, though he is not positively forbidden to do so. As for social 

custom, it may not be absolutely necessary to greet your acquaintances when you meet them in the street, or to call on 

them occasionally, but it is customary to do so, and a person careless or casual in such matters is sure to meet with 

some retribution. Conventional standards are chiefly set up in connexion with the habits and manners of certain 

classes and professions; they are narrower than the common code of morality, but they are intended to be followed by 

the members of the particular groups concerned. Lawyers and medical men recognize special obligations in regard to 

professional secrets and professional conduct; medieval chivalry imposed on members of the noblesse very stringent 

rules of courtesy; and even in our democratic age the code of gentlemanly behaviour and honour demands a 

considerably greater refinement than the ordinary rules of honesty. Honesty itself, as well as truthfulness, kindness, 

pity, etc., are moral obligations enforced partly by public opinion and partly by conscience.

（出典；Sir Paul Vinogradoff, COMMON SENCE IN LAW 3rd edition revised by H. G. Hanbury (1959)）

令和8年度法学研究科博士前期課程（2期）入学試験問題〔英語〕
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALM 201

次の独文を和訳しなさい。（100点）

Unsere Rechtsordnungen, namentlich unsere Privatrechtsordnungen, können immer weniger als nach aussen 

abgeschottete nationale Systeme begriffen werden; der Trend zur «Internationalisierung», in Europa vor allem zur 

«Europäisierung» unserer Rechtsordnungen, nimmt im Zeichen der Globalisierung der Wirtschaftsbeziehungen rasant 

zu, ein Prozess, von dem auch die Juristische Methodenlehre nicht unberührt bleibt. Die nationalen 

Privatrechtsordnungen werden immer stärker durchsetzt oder flankiert durch nicht aus der «Küche» der nationalen 

Gesetzgebung stammende, internationale bzw. «europäische» Elemente, deren Interpretation zu methodologischen 

Sonderüberlegungen zwingt. Dieser Prozess soll hier am Beispiel der Interpretation von internationalem 

Einheitsprivatrecht («Konventionsprivatrecht») und von in der Schweiz «autonom nachvollzogenem» 

Gemeinschaftsprivatrecht (heute besser: Unionsprivatrecht) der EU illustriert werden.

Das UN-Kaufrecht regelt in Art. 7 ausdrücklich Auslegung und Lückenfüllung. Art. 7 Abs. 1, in dem es um die 

Auslegung i.e.S. geht, regelt freilich nicht eigentlich die Methode der Interpretation, sondern eine Zielvorgabe, welche 

der für einen Akt der internationalen Rechtsvereinheitlichung selbstverständlichen Gesamtteleologie der Konvention 

verpflichtet ist: Es sei bei der Auslegung der «internationale Charakter» des Übereinkommens sowie die 

«Notwendigkeit zu berücksichtigen, seine einheitliche Anwendung … zu fördern». In Bezug auf die eigentliche 

Methode ist es auch im Rahmen des UN-Kaufrechts unbestritten, dass die Klassischen Auslegungselemente des 

Wortlauts, der Systematik der Konvention, der Entstehungsgeschichte und der Teleologie (der jeweiligen Regelungen) 

zu beachten sind. Der Einsatz dieser Auslegungsmittel soll freilich unter Bedacht der zitierten grundsätzlichen 

Zielvorgaben der Wahrung des «internationalen Rechtsanwendungseinklangs» erfolgen.

※出題者注

　UN-Kaufrecht：国際物品売買契約条約（ウィーン売買条約）

（出典；Ernst August Kramer, Juristische Methodenlehre, 5. Aufl., 2016）

令和8年度法学研究科博士前期課程（2期）入学試験問題〔独語〕
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALM 202

以下は、フランスにおける企業の倫理に関する文章である。この仏文を和訳しなさい。（100点）

Le mot éthique ne figure pas dans les codes régissant la vie des affaires, mais le droit des affaires en traduit 

généralement l’exigence à travers l’obligation de loyauté. 

Certes, s’il existe un devoir général de bonne foi dans l’exécution des contrats que rappelle l’article 1641 du Code civil 

en France, il n’est pas certain qu’il y ait une véritable obligation de loyauté de portée générale découlant des textes. 

Pour ne pas être consacrée par les textes toutefois, l’obligation de loyauté dans la vie des affaires est consacrée par la 

jurisprudence dans un certain nombre de domaines. C’est ainsi que s’est construite la théorie de la concurrence 

déloyale destinée à sanctionner des agissements anticoncurrentiels.

（出典； A. Couret/L. Rapp, Les 100 mots du droit des affaires, Que sais-je, 2010）
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

（令和 8年 2月21日実施）

令和8年度法学研究科博士前期課程（2期）入学試験問題〔論文〕

ALM 203～1

A方式を選択した者は、次の11科目のうち、出願の際に選択した専門科目について解答しなさい。（100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名及び設問番号を明記すること。

B方式を選択した者は、次の11科目のうち、出願の際に選択した専門科目 2科目について解答しなさい。（各100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名及び設問番号を明記すること。

1　憲法

　次のうち、 1問を選んで解答しなさい。

⑴�　裁判所による宗教法人の解散命令（宗教法人法81条 1 項）に含まれる憲法問題について、判例にもふれながら検討し

なさい。

⑵　憲法の最高法規性について論じなさい。

2　行政法

　次の設問のうち、 1問を選択して論述しなさい。

⑴　行政裁量について

⑵　損失補償について

3　租税法

　次の⑴、⑵の設問のうち、 1つを選択して解答しなさい。

⑴　いわゆる実質所得者課税の原則について説明しなさい。

【参考条文】所得税法

第十二条　資産又は事業から生ずる収益の法律上帰属するとみられる者が単なる名義人であつて、その収益を享受せ

ず、その者以外の者がその収益を享受する場合には、その収益は、これを享受する者に帰属するものとして、この法

律の規定を適用する。

⑵�　租税回避行為と節税、脱税との違いについて述べるとともに、租税回避行為についてどのように考えるか、述べなさ

い。

【参考】金子宏『租税法（第24版）』133～134頁（令 3・弘文堂）より抜粋

「租税回避（tax avoidance, Steuerumgehung）とは、（中略）私法上の形成可能性を異常または変則的な（中略）態

様で利用すること（濫用）によって、税負担の軽減または排除を図る行為のことである。

　租税回避には、 2つの類型がある。 1つは、合理的または正当な理由がないのに、通常用いられない法形式を選択

することによって、通常用いられる法形式に対応する税負担の軽減または排除を図る行為である。

（中略）

　もう 1つは、租税減免規定の趣旨・目的に反するにもかかわらず、私法上の形成可能性を利用して、自己の取引を

それを充足するように仕組み、もって税負担の軽減または排除を図る行為である。」



ALM 203～2

4　政治学

　議院内閣制と大統領制について、それぞれの相違と、さらにそれぞれのメリットとデメリットについて論じなさい。

5　行政学

1 ．「大都市地域の特別区の設置に関する法律」の概要を説明しなさい。

2．同法に基づき住民投票を行った地方公共団体の名前を書きなさい。

3．住民投票は何回行われたか。また、それぞれの回の結果はどうであったかを記しなさい。

4． ３．のような結果になった理由について、あなたの考えを記しなさい。

6　刑法

　名誉毀損罪における事実の真実性の誤信について論じなさい。

7　刑事訴訟法

　訴因変更の時期的限界について論述しなさい。

8　民法

　契約不適合責任について論じなさい。

9　商法

　次の設問のうち、 1問選択して解答しなさい。

⑴　商号選定の自由とその制限について説明しなさい。

⑵�　人的抗弁の個別性について説明したうえで、以下の事案において、Xの Yに対する手形金請求が認められるか否か

について、あなたの考えを述べなさい。

　【事案】

　Yは Aとの間で土地の売買契約を締結し、Yはその売買代金債務の支払のために Aを受取人とする本件約束手形を

振り出した。他方、Aは Xから金銭を借り受け、Aはその貸金債務の担保のために本件手形を Xに裏書譲渡した。本

件手形の満期前に、Aは上記貸金債務を Xに弁済したが、その際、Xは「後で返す」と言って、Aに本件約束手形を

返還しなかった。その後、本件手形の満期が到来したので、Xは Yに対して手形金を請求した。

⓾　労働法

　試用期間終了後の本採用拒否に関する判例の準則を説明しなさい。このとき、当該試用期間が有期労働契約として締結

された場合にどう判断されるかも併せて述べなさい。

⓫　法哲学

　近年、世界の多くの民主主義国において、旧来の保革の二大政党の枠組みに替わって、反グローバリズム勢力が第三極

として急激に支持を拡大している。この動きを、民主主義の危機と捉えるか、民主主義の再生と捉えるか、見方は様々で

ある。あなたは、こうした現象をどのように評価するか、考えを述べなさい。



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALM 204

次の設問のうち、 1題を選択して解答しなさい。（50点）

なお、解答用紙には、解答する設問番号を明記すること。

1

　近代市民法の基本原則とその修正について述べなさい。

2

　以下の【事例】における退学処分の是非について、複数の問題点を指摘して論じなさい。

【事例】

　Aが通う公立高校では、体育科目のひとつとして剣道が必修とされていた。しかし、Aは、自身が信仰する宗教の

教義上、剣道を含む格技の実践を禁じられていたため、同科目の履修を拒否する代わりに、レポート提出による単位

取得を認めてほしい旨学校にかけ合ったが、認めてもらえなかった。その結果、Aは進級に必要な単位を取得するこ

とができず留年し、翌年も同じ理由で留年したため、学則によって同校を退学となった。

令和8年度法学研究科博士前期課程社会人（2期）入学試験問題〔小論文〕



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALM 205

次の設問に解答しなさい。（100点）

　「大陸法」と「英米法」という対立概念について説明しなさい。

令和8年度法学研究科博士前期課程外国人留学生（2期）入学試験問題〔専門基礎〕



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

次の 2科目から、出願の際に選択した専門科目について解答しなさい。（100点）

なお、解答用紙には、解答する専門科目名を明記すること。

◆ミクロ経済学

　ある小国においてある財が輸入され、その財の輸入に対して関税（従量税）が課されているときに、市場均衡で実現す

る資源配分の特徴について、部分均衡の枠組みを用いて説明しなさい。

◆マクロ経済学

　一国のマクロ的な消費関数が、C＝a＋b（Y－T）で表されると仮定する。C は消費、Y は所得、T は税額、a, b は定数

パラメータとする。なお、民間投資（I）、政府支出（G）、純輸出（NX）は全て外生変数とみなす。

⒜　①政府支出乗数と②減税乗数を計算せよ。

⒝�　消費関数が上記と異なり、C＝a＋b（Y－T－（G－T））で表されると仮定する。この場合、①政府支出乗数と②減税乗

数をそれぞれ計算せよ。そのうえで、このような消費関数を持つ消費者の行動について考察しつつ、得られた計算結果

を解釈せよ。

令和8年度経済学研究科博士後期課程入学試験問題〔専門〕

AED 301



（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALD 300

次の英文を和訳しなさい。（100点）

	

The aim of the article is to offer a contribution to the debate on European codification by focusing the attention on 

methodology. At present, the contributions of legal science to the European civil code debate are still not supported by 

a clear methodology, which seems indispensable to clarify, among the different aspects, the real utility of a 

supranational code. This is probably caused by the fact that the problem of a possible European codification is a rather 

recent research field: however, as will be demonstrated, not only European codification is the ideal ground to examine 

the methodological differences of various disciplines, which analyse codification attempts, but such an examination 

could give rise to a profitable synergy. Two new methodological approaches to European codification will be proposed: 

Comparative Law and Economics and Modern Law and Economics. On the basis of these methods, I will try to analyse 

the advisability of enacting a Restatement of European contract law. Such an analysis is needed not only because at 

present the enactment of a European Civil Code is not technically possible – given the lack of a provision in the Treaty 

of the European Community upon which the creation of a European Civil Code could be based and the lack of an 

answer to the question whether or not a European Civil Code will lead to efficient results according to the subsidiarity 

principle – but also because the combined use of different methodologies suggests to chose this model. A Restatement 

should then not be seen as a second best choice, given the difficulties of introducing a binding civil code, but as a truly 

alternative model for harmonisation or unification of the law in Europe.

 （出典；Elena Ioriatti, A Methodological Approach for a European Restatement of Contract Law, Global Jurist Topics, 

Vol. 3, 2003）

令和8年度法学研究科博士後期課程入学試験問題〔英語〕
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALD 301

次の独文を和訳しなさい。（100点）

Allerdings war die Pandektistik von einem zunehmenden Formalismus geprägt. Die Autoren der Lehrbücher 

legten bei ihrer Darstellung der Rechtsgebiete und ihrer einzelnen Rechtssätze den größten Wert darauf, die 

verwendeten Begriffe und Sätze in ihrer logischen Struktur und Beziehung zueinander zu sehen. Dabei geriet die 

Beziehung der Rechtssätze zu den konkreten Lebensverhältnissen, die durch sie geregelt werden sollen, aus dem 

Blick. Angelegt war das Interesse an der begrifflich-systematischen Erfassung des Rechtsstoffs schon im Vernunftrecht 

(Naturrecht) des 17. und 18. Jahrhunderts und im Werk v. Savigny’s. Mit großer Konsequenz wurde die begrifflich-

systematische Arbeit fortgeführt von Georg Friedrich Puchta (1798‒1846) und seinen Nachfolgern. Dies entsprach dem 

Ideal des Wissenschaftspositivismus, einer im 19. Jahrhundert zur Herrschaft gelangten Denkrichtung, welche nur 

das „positiv Gegebene“ (was immer dies sei) gelten ließ. Dabei wurden ethische Grundsätze, auf denen das Recht 

aufbaut, in der Betrachtung als „unwissenschaftlich“ zurückgedrängt.

Denn maßgeblich für den Juristen war nur das „positive“ Recht. Dies war einmal das staatliche Gesetz 

(Gesetzespositivismus). In zahlreichen deutschen Territorien fehlte jedoch ein modernes Gesetzbuch auf dem Gebiet 

des Zivilrechts und auf anderen Gebieten. Hier galt das wissenschaftlich bearbeitete römische Recht. Recht iS des 

Rechtspositivismus waren dort die begrifflich-logisch präzisen Sätze der Rechtswissenschaft (wissenschaftlicher 

Positivismus). Die römische Rechtswissenschaft hatte auch dort, wo Zivilgesetze bestanden (zB preußisches ALR, 

sächsisches BGB) im Lehrbetrieb und damit auch im Denken der praktisch arbeitenden Juristen große Bedeutung. 

Windscheid diente beiden Erscheinungsformen des positiven Rechts: Als Verfasser des angesehensten 

Pandektenlehrbuchs war er Repräsentant des wissenschaftlichen Positivismus, und zugleich arbeitete er an der 

ersehnten allgemeinen Gesetzgebung (Kodifikation) zum Zivilrecht mit; er gehörte der ersten Kommission zur 

Erarbeitung des BGB an (1874‒83).

（出典；Norbert Horn, Einführung in die Rechtswissenschaft und Rechtsphilosophie, 5, Aufl., 2011）
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALD 302

以下は、フランスにおける会計監査人に関する文章である。この仏文を和訳しなさい。（100点）

Le commissaire aux comptes assure le contrôle des comptes. Mais il existe de nombreuses autres formes de contrôle/

surveillance. En organisant les conditions d’accès au marché (régimes d’autorisation ou de déclaration), l’État assure 

un contrôle de nombreuses activités économiques réglementées, même si ces activités se libéralisent. Dans le domaine 

sanitaire, il est intransigeant sur le respect de l’hygiène. Il autorise la mise sur le marché des médicaments.

En droit des affaires, le contrôle admet une autre signification, qui le rapproche de la notion de propriété. Le contrôle 

d’une entreprise (une société commerciale) s’exerce généralement sur son capital social. C’est la loi de la majorité, le 

propriétaire d’une entreprise étant celui qui en contrôle le capital social. On parle alors de contrôle quantitatif 

majoritaire. Encore s’agit-il là d’une approche très théorique. Dans les grandes sociétés cotées sur les marchés 

financiers, et dont l’actionnariat est très dispersé, le contrôle de l’entreprise est assuré à l’actionnaire qui détient 25％ 

des actions.

Par ailleurs, le contrôle d’une entreprise, entendu comme l’exercice d’une influence déterminate sur ses organes de 

gestion (contrôle qualitatif), peut résulter d’autres moyens que le capital social: une situation de dépendance 

contractuelle ou technique crée un moyen de contrôle d’une entreprise, indépendamment de la structure du capital 

social.

（出典；A. Couret/L. Rapp, Les 100 mots du droit des affaires, Que sais-je, 2010）
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※著作権の関係上、掲載しておりません。




（令和 8年 2月21日実施）

（解答は別紙解答用紙に記述のこと）

ALD 303

次の設問に解答しなさい。（100点）

	

　あなたが専攻する法領域に大きな変化をもたらしたと考えられる歴史的事実を挙げ（古代ローマ時代から現代まで、年

代は問わない）、それが具体的にどのような形で法制度に反映されたのかを説明しなさい。

令和8年度法学研究科博士後期課程入学試験問題〔日本語〕



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本書は、出題されたすべての問題を掲載しているものではありません。 

内容の全て又は一部をいかなる手段においても複製・転載・流用・転売・複写等することを固く

禁じます。 

亜細亜大学 入試部 アドミッションセンター 

 




